
【まえがき】
特許法の専門書は難解なものが多く、特許の実務家を目指す者が平易に、か
つ、かなり本質的なレベルまで特許法の理解を深められる書籍は少ないように
思われる。
そこで、理科系の方を含め特許の実務家を目指す方が容易に特許法の内容及
び実務上の重要点を理解でき、さらに、弁理士受験生が本試験レベルの知識を
十分に習得できるようにすることを目的として本書を執筆した。
このため、本書では、特許法の全体像を法目的及び手続の切り口の両面から
捉えるとともに、重要規定を容易に理解できるよう、随所に図解を取り入れた。
また、重要判例及び実務の話を随所に盛り込むことで、実務的な観点から特
許法の理解を可能にするとともに、特許法全般について、重要論点を多く盛り
込むことで、かなりハイレベルな知識も習得できるようにした。
著者は、約 4年間の技術者生活を経験した後、特許実務を約35年経験し、そ
の間、出願書類の作成や対特許庁処理を含む権利取得業務、契約業務、審決取
消訴訟や日米侵害係争実務に幅広く携わるとともに、技術ブランド戦略、標準
化におけるオープンクローズ戦略や、知財情報の事業への活用等、戦略的な業
務の立案、遂行、統括にも従事する傍ら、日本知的財産協会等の研修講師や、
弁理士受験指導などの知財教育にも長年携わってきた。
本書は、著者のこれらの経験を踏まえ、初学者、特に理科系の人間であって
も特許法を容易に理解できるようにする一方で、知財の実務経験者にも判例を
含めた特許法を本質的なレベルまで理解できるよう執筆したものである。
本書は、平成17年の初版発刊以降、法改正に対応して改訂を重ね、改訂 8版
を発刊するに至った。本改訂では、令和 5年までの法改正や最新の最高裁判例、
更に令和 4年民事訴訟法改正（手続のIT化）に絡む特許法改正（令和 8年施行）
など、最新の情報を盛り込み詳解するとともに、改めて書籍全体を見直し、重
要項目を記述する一方でスリム化も図った。
本書は、誰でも平易に理解できるよう行間を空けない説明を試みたので、か
なり重厚な内容となっているが、その分、各項目の内容は非常に理解しやすい
ものとなっている。特許法の初学者には、特許法の全般的な理解を目的とする
平易な入門書として、また、弁理士を目指す方には弁理士本試験合格レベルま
で特許法の理解を高めるための書籍として、さらに、実務家には実務上問題と
なる法律を理解・確認するための特許法の辞書代わりとして、これまで以上に
本書をご活用いただければ幸いである。

� 2026年 7 月　著者
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